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平成２４年３月２２日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

 

中央防災会議 

地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会

報告の公表について 
 

 

中央防災会議「地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会」

（座長：河田惠昭 関西大学社会安全研究科長・社会安全学部長・教授）は、

近年発生した地震災害における各地域での教訓等を踏まえつつ、地方都市等

における地震防災のあり方について検討を進めてきたところですが、平成22

年4月の第1回開催以来、計10回の会合を経て、この度専門調査会報告がとり

まとめられました。 

 

【別添資料】 

○地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会報告 

・概要 

・本文 

・地方都市等における地震対応のチェックリスト（例） 

・地震対応の事例集 

○地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会 概要 

○地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会 審議の経緯 

 

※ 本資料につきましては、内閣府防災 HP の「地方都市等における地震防

災のあり方に関する専門調査会」のページで公表しています。 

URL http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/toshibu_jishin/index.html 

 

＜本件問い合わせ先＞ 

内閣府政策統括官（防災担当）付 

地震・火山・大規模水害対策担当参事官  越智 繁雄 

               同企画官  若林 伸幸 

             同参事官補佐  青野 正志 

  TEL：03-3501-5693（直通）  FAX：03-3501-5199 



地方都市を中心とした比較的大きな規模の地震の発生 

設置の背景と目的 

・新潟県中越地震（H16.10）    ・能登半島地震（H19.3） 
・福岡県西方沖を震源とする地震  ・新潟県中越沖地震（H19.7） 
 （H17.3）                ・岩手・宮城内陸地震（H20.6） 

地方都市等における災害対応経験を、 

近年被災経験のない自治体へ活かす必要 

得られた教訓や課題等を踏まえた 
充実強化すべき対策や支援方策のとりまとめ 
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地方都市等における地震防災のあり方に関する 

          専門調査会の設置 

主な検討項目 

・発災時の円滑な対応 

・情報発信・広報 

・被災者の生活環境対策 

・特別な配慮が必要な人のための対策 

・孤立集落対策 

・ボランティア、民間企業の役割と連携 

・自助・共助の促進 

・ライフライン、インフラの早期復旧 

・中山間地等の復興 

・災害廃棄物対策 
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  地方都市等における 

地震防災のあり方に関する専門調査会 

中央防災会議（第25回） 
（平成22年1月15日） 



 物資調達、供給対策 

 避難者のプライバシー、高齢者対策、乳幼児対策、健康管
理等対策 等 

第６回（H23年3月1日） 

避難生活対策 

第７回（H23年12月7日） 
これまでの専門調査会に 
おける審議の状況 
中山間地等の復興 

ﾗｲﾌﾗｲﾝ、ｲﾝﾌﾗの早期復旧 

 ボランティアとの連携 

 ・災害ボランティアセンター等の運営 

 ・被災者ニーズに対応したボランティアコーディネートの実施 

 ・防災ボランティア活動への支援 等 

 民間企業との連携 等 

議 題 

 情報発信、広報 

 ・情報収集  ・情報の選別・整理・評価  ・情報共有・伝達 

 ・広報対応体制  ・情報提供手段  ・情報の受容・情報への反応 等 

 

 

 本専門調査会設置の背景と目的、検討の進め方 

 近年発生している地震の概要 等 

 孤立集落対策 

 ・情報確認、伝達手段の確保  ・平時の備え 

 ・的確なヘリコプター利用  ・土砂災害への対応 等 

 被災市町村の地震対応 

 国、都道府県、市町村の連携・支援 

 震災廃棄物対策 等 

 これまでの専門調査会における審議の状況 

 復旧・復興の進め方、ｺﾐｭﾆﾃｨ・生活・集落の再建、産業の
再建 等 

 ライフライン、インフラの復旧の進め方 等 

第１回（H22年4月26日） 
専門調査会設置 

第２回（H22年7月1日） 
孤立集落対策 

第３回（H22年8月27日） 
 発災時の円滑な対応 

第４回（H22年10月29日） 
 ボランティア、民間企業の 

役割と連携 

第５回（H22年12月17日） 
情報発信、広報 

審議の経過 

第８回（H24年1月31日） 

ﾗｲﾌﾗｲﾝ、ｲﾝﾌﾗの早期復旧 

専門調査会報告について  

 ライフライン、インフラの早期復旧 

 地方都市等における今後の地震防災対策の方向性 

日 程 

地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会 

東日本大震災の対応のため、一時中断 

 

第９回（H24年2月24日） 

専門調査会報告について 

 

 地方都市等における今後の地震防災対策の方向性 

第１０回（H24年3月12日） 

専門調査会報告について 
 地方都市等における今後の地震防災対策の方向性 
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